
静岡県感染症対策局

令和６年３月21日（木）

新型コロナウイルス感染症の
令和６年４月以降の医療提供体制

及び公費支援等について
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静岡県



Ⅰ ４月以降の

医療提供体制の移行の方針等
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３月末をもって移行期間終了

一部改変
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一部改変



３月末で終了
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一部改変
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一部改変



厚労省作成チラシ

一部改変

「高額医薬品（感染症治療薬）」の薬価算定方法等に関しては、引き続き、個別品目（ゾコーバ錠）の本承認や再算定等の
状況も踏まえて検討することとされている。（令和６年３月５日公表 「令和６年度薬価制度改革について」より） 7
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一部改変



診療報酬１（外来関係の４，５月の主な取扱い）
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令和６年３月５日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡等を基に作成

R5.10.1～R6.3.31 R6.4.1～R6.5.31

患者非限定
かつ公表の場合
（１４７点）

以下のいずれも満たす場合
・受入患者を限定しない外来対応医療機関（※）

・その旨の公表（県ＨＰで公表）
・必要な感染予防策を講じた上で外来診療実施

―
（R6.3.31終了）

上記以外の場合
（５０点）

上記の要件を満たさない場合
―

（R6.3.31終了）

外来感染対策
向上加算

「新興感染症の発生時等に、都道府県等の要請を受けて発熱患者の診療等を実施する体制を有
し、そのことを自治体ＨＰで公開している」（要件の１つ）

以下のいずれも満たす医療機関
・外来対応医療機関（※）

・その旨の公表（県ＨＰで公表）
・受入患者を限定していない

以下のいずれも満たす医療機関
・発熱患者等の診療に対応
・自院ＨＰ又はR6.3.31時点で県ＨＰで公表
・受入患者を限定していない

※ 本県では「発熱等診療医療機関」と呼称



診療報酬２（感染対策向上加算）
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中央社会保険医療協議会 総会（第584回）資料を基に作成

新興感染症発生・まん延時への備えを評価するとともに、感染対策における介護保険施設等
との連携を推進する観点から、感染対策向上加算の要件を見直す。

基本的な考え方

区　分
施設基準  

医療措置協定関連 ※ 介護保険施設との連携関連

加算１

第一種協定指定医療機関であること ・介護保険施設等と協力が可能な体制をとっていること

・介護保険施設等から求めがあった場合には、施設の実地指導等、

　感染対策の助言を行うとともに、院内感染対策に関する研修を

　施設と合同で実施することが望ましい

加算２

加算３
第一種協定指定医療機関又は

第二種協定指定医療機関であること

 感染対策向上加算１～３の施設基準（変更点のみ）

※ 令和６年３月 31 日において現に感染対策向上加算１、２又は３の届出を行っている保険医療機関については、

　　令和６年12月31日までの間に限り、基準を満たしているものとみなす。



診療報酬３ （外来感染対策向上加算）

11

「中央社会保険医療協議会 総会（第584回　令和6年2月14日）資料」を基に作成

 外来感染対策向上加算に関する施設基準（主な変更点）

令和６年３月３１ 日において、現に外来感染対策向上加算の届出を行っている保険医療機関については、

令和６年12月31日までの間に限り、上記②の基準を満たしているものとみなす。

新興感染症発生・まん延時に備え、外来における適切な感染管理の下での発熱患者等への対応を更に
推進する観点から、外来感染対策向上加算について要件及び評価を見直す。

① 外来において、受診歴の有無に関わらず、発熱や感染症疑いの患者を受け入れる旨を公表し、
　 受入れを行うために必要な感染防止対策として、発熱患者の動線を分ける等の対応を行う体制を
　 有していること

② 第二種協定指定医療機関であること

③ 感染症から回復した患者の罹患後症状が持続している場合に、必要に応じて精密検査が可能な
　 体制又は専門医への紹介が可能な連携体制があることが望ましい

 基本的な考え方・具体的な内容

 経過措置



Ⅱ　４月以降の
医療提供体制の移行

本県の対応
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４月以降の本県の対応（入院・入院調整・外来）
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国方針 本県・現行 ４月以降の県の対応

入
院

• 病床確保によらない形で入院
患者を受け入れる通常の医療
提供体制へ移行

• 段階に応じ最大
230床程度を確保

• 今後は、機能に応じて各医療機
関で受入体制を確保（病床確保
は最終３月末で終了）

入
院
調
整

• 原則、医療機関間で実施
• 医療機関間で実施

（R.5.8～）
• 引続き、医療機関間で実施

外
来

• 広く一般的な医療機関で新型
コロナの診療に対応する通常
の医療提供体制に移行

• 治療薬が適切に提供される体
制の確保に向けた取組の実施

• 発熱等診療医療機
関指定・公表

• 治療薬を取り扱う
薬局の公表（R5.3）

• 季節性インフルエンザ等と同様
に、幅広い医療機関で対応　　
（発熱等診療医療機関の指定・　　
公表は３月末で終了）

• 治療薬を取扱う薬局の公表を継
続（現行リストを引続き掲載）



４月以降の本県の対応（G-MIS)

国方針 本県・現行 ４月以降の県の対応

入
院 • 厚生労働省からの入力依頼

（日次・週次調査）は３月末で
終了

• 感染状況を踏まえ、必要に応
じて、G-MISへの入力を依頼
する等、活用

• 各病院が日次・週次
調査に対応 • 病院、診療所ともに日次・週次　

調査は終了

• コロナ患者急増等による医療
ひっ迫時における活用は、必要
に応じ検討外

来
• 各診療所が週次調

査に対応
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４月以降の本県の対応（感染状況の公表等)
国方針等 本県・現行 ４月以降の県の対応

感染者数 • 毎週金曜日に公表

• 毎週金曜日に公表

• 週報とは別にコロナ
分を公表

• 毎週金曜日に週報の中で公表

注意報・　
警報

• 基準は未設定、設定
に向けて検討中

• 県独自に設定（感染
者数に応じて警報、
注意報発令）

• 県独自の警報等は当面継続

• 国基準が示された段階で国基準
による注意喚起に移行

医療
ひっ迫
レベル

―
• 県独自に設定（入院

患者数等に応じて
レベル１～３）

• 終了

ゲノム
サーベイ
ランス

• 実施方法を見直した
上で引続き実施（実
施方法は今後通知）

• 週100件を目標に
実施

• 国方針に沿って見直し

⇒ 国方針決定後、おって通知
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■感染症対策体制を見直し、新型コロナ対策企画課・同推進課を廃止。両課が担当していた新型コロナ
　対策は感染症対策課（感染症管理センター）が引き継ぐ。

■新型インフルエンザ等行動計画の改定をはじめとする感染症対策を推進するため、感染症対策課に感　

　染症危機対策室（県庁駐在）を設置する。

区分 Ｒ５ Ｒ６

新型コロナ
対策

感染者数公表
新型コロナ対策企画課

感
染
症
対
策
課

感染症管理
センター
（三島市）

県民からの相談
ワクチン

新型コロナ対策推進課
ゲノム検査

医療措置協定
病院、訪問看護 新型コロナ対策企画課

感染症危機
対策室

（県庁駐在）

診療所、薬局 新型コロナ対策推進課
新型インフル
エンザ等対策 行動計画改定等 感染症対策課

＜Ｒ５とＲ６で担当が変更となる主な業務＞

令和６年度の感染症対策推進体制



静岡県健康福祉部感染症対策局
 

　新型コロナ患者が県内で初めて確認

されてから４年余り、最前線で御対応

いただいた医療関係者の皆様には、

多大な御尽力を賜りました。

　改めて厚く感謝を申し上げます。
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